
医療的ケア児等コーディネーターの配置について

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては、関連分野の支援を調整するコーディ
ネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促進することが必要である。このコーディネーターは、医療的ケア児
が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参
画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進
するといった役割を担っている。なお、市町村単独での配置が困難な場合には、圏域での配置であっても差し支えない。

関係機関等の連携に向けた施策

医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針

一人一人の医療的ケア児のためには、福祉や医療等の関係分野について一定の知識を有した者により、その暮らしの設
計を手助けできる調整者が必要である。そのため、地方公共団体等において重症心身障害児者等及び医療的ケア児の支
援をコーディネートする者の育成を進めていくことをお願いする。

医療的ケア児に対する支援体制の充実

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数

【活動指標】

（平成28年６月３日 医政発0603第３号 雇児発0603第４号 障発0603第２号 府子本第377号 28文科初第372号）

（平成29年厚生労働省告示第116号）

障害児福祉計画
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医療的ケア児等コーディネーターの配置について
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注1）令和元年度中に配置予定を含む 注2）2県は圏域ごとに配置 注3）圏域での設置を含む

コーディネーターを配置している
自治体数注1） コーディネーターの配置人数注1）

総数 全自治体数 配置割合 総数
1自治体あたり
配置人数
＜平均値＞

1自治体あたり
配置人数
＜中央値＞

都道府県 12注2） 47 26％ 156 3.3 2.5

指定都市 11 20 55％ 68 6.2 2.0

市区町村 369注3） 1,741 21％ 783 2.1 1.0

【調査方法】
厚生労働省障害福祉部障害福祉課から各都道府県の障害福祉部門に調査票を配布。都道府県の障害福祉部門から市区町村へ調査を
依頼し、各都道府県障害福祉部門で取りまとめて厚労省に報告。（令和元年8月1日時点）

 医療的ケア児等コーディネーターの配置状況（令和元年8月1日時点）

84%

91%

74%

16%

9%

25%

都道府県

指定都市

市区町村

研修受講あり 研修受講なし

 配置された医療的ケア児等コーディネーターの研修受講状況（令和元年8月1日時点）

圏域で配置 市区町村単独で設置

市区町村数 14 355

＜参考＞



医療的ケア児等コーディネーター養成研修プログラム
医療的ケア児等への支援を総合調整する者を養成していくために、医療的ケア児等支援の基礎的知識の習得を目指すとと
もに、多職種間連携を円滑にできるための人材養成プログラム。プログラム内容は、医療的ケア児等支援に関する医療的ケアや
福祉に関する知識と、関係機関との連携や医療的ケア児等のためのサービス等利用計画作成について具体的手法を習得でき
るものとなっている。

平成27年度厚生労働科学研究費補助金末光班「重症心身障害児者の支援者・コーディネーター育成研修プログラムと普及に関する研究」において開発
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科目名 時間数 内容

１ 総論 １時間

①医療的ケア児等の地域生活を支える
ために
②医療的ケア児等コーディネーターに求めら
れる資質と役割

２ 医療 ３時間

①障害のある子どもの成長と発達の
特徴
②疾患の特徴
③生理
④日常生活における支援
⑤救急時の対応
⑥訪問看護の仕組み

３ 本人・
家族の思
いの理解

２時間

①本人・家族の思い
②意志決定支援
③ニーズアセスメント
④ニーズ把握事例

４ 福祉 ３時間

①支援の基本的枠組み
②福祉の制度
③遊び・保育
④家族支援
⑤虐待

５ ライフス
テージにお
ける支援

２時間

①各ライフステージにおける相談支
援に必要な視点
②NICUからの在宅移行支援
③児童期における支援
④学齢期における支援
⑤成人期における支援
⑥医療的ケアの必要性が高い
子どもへの支援

６ 支援体
制整備

１時間

①支援チーム作りと支援体制整
備/支援チームを育てる
②支援体制整備事例
③医療、福祉、教育の連携
④地域の資源開拓・創出方法

７ 計画作成
のポイント

２時間 演習に向けた計画作成のポイント

８ 演習（計
画作成）

７時間 事例をもとにした計画作成の演習

９ 演習（事
例検討）

７時間
事例をもとに、意見交換（グループ
ディスカッション）・スーパーパイザー
による計画作成の指導



医療的ケア児等総合支援事業（地域生活支援促進事業）
～医療的ケアのある子どもとその家族の笑顔のために～

【事業内容】
医療的ケア児とその家族へ適切な支援を届ける医療的ケア児コーディネーターの配置や地方自治体における協議の場の設置など地方自

治体の支援体制の充実を図るとともに、医療的ケア児とその家族の日中の居場所作りや活動の支援を総合的に実施する。
【実施主体】都道府県・市町村 【令和２年予算要求】地域生活支援促進事業 198,543千円（128,543千円）＜拡充＞

地方自治体における
医療的ケア児等の協議の場の設置

医療的ケア児等コーディネーターの配置

医療的ケア児等コーディネーターや
医療的ケア児等支援者（喀痰吸引含
む）の養成研修

障害児通所支援施設 保育園・幼稚園

併行通園の促進

• 事業所からの付き添いなどのバックアップ
• 適切な情報交換

医療的ケアのある子どもとその家族

・各種サービスの紹介や相談
・医療、福祉、教育等の関係機関との連携

支援施策の検討

日中の居場所作り

医療的ケア児等とその家族への支援

きょうだい児への支援家族のレスパイト

その他、障害福祉サービス等
と重複しない支援

医療的ケア児や家族に対
する支援の充実

総合的な支援を実施

 地方自治体において、医療的ケア児等とその家族への支援体制の強化
 障害福祉サービスでは実施が難しいニーズに対する支援
 地域に障害福祉サービス等の実施事業所がなくても地方自治体による
支援の実現が可能

医療的ケア児等に対応する看護職員確保
のための体制構築（新規）

• 看護職員に対する医療的ケアに関する研修
• 就業先とのマッチング 等

障害児通所支援施設
看護職員への研修

支援者の確保

新規（拡充）

支援者の確保
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